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納入業者との取引の公正化について（要請） 

－ 公正取引委員会・農林水産省 － 

 

関連省庁・団体からのお知らせ 
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食品分野におけるプライベート・ブランド商品の取引に関する実態調査報告書（概要） 

－ 公正取引委員会 － 

第１ 調査の趣旨・方法等 

１ 調査の趣旨 

公正取引委員会は、独占禁止法上の優越的地位の濫用規制及び下請法に基づき、事業者に不当

に不利益を与える行為に対して厳正かつ効果的に対処するとともに、違反行為の未然防止に係る

取組を行っている。 

この未然防止の取組の一環として、優越的地位の濫用又は下請法の問題となり得る事例が見受

けられる取引分野について、従前より取引の実態を把握するための調査を実施してきたところ、

これまでに実施した実態調査において、一部のプライベート・ブランド商品の取引について、返

品、受領拒否といった優越的地位の濫用又は下請法違反となり得る事例が見受けられると指摘し

てきた。また、近年の下請法違反事件の中には、プライベート・ブランド商品の取引に関するも

のが一定の割合を占めているところである。 

このような実情を踏まえ、平成２０年以降、国内のプライベート・ブランド商品が急激に売上高

を伸ばしていると言われている中で、プライベート・ブランド商品の取引において、小売業者等

による問題となり得る行為が行われていないかについて、その実態を把握する必要があると考

え、今般、プライベート・ブランド商品の中で売上規模の大半を占める食品分野におけるプライ

ベート・ブランド商品の取引に関し、実態調査を実施することとした1。 

また、平成２６年４月に消費税率が引き上げられたことを踏まえ、今回の調査票においては、優

越的地位の濫用規制及び下請法の問題に関する設問だけでなく、消費税の価格への転嫁に係る交

渉等に関する設問も設けた。 

 

２ 調査方法 

（１）書面調査 

本調査では、「小売業者（食品スーパー、総合スーパー、コンビニエンスストア等）」、「ボ

ランタリーチェーン2等の共同仕入機構」、「卸売業者」など（以下「小売業者等」という。）

が、規格、意匠、型式等を指定して製造委託した「食品」のうち、小売業者等のオリジナル・ブ

ランドが付されていること、販売者として小売業者等の表示があることなど3の特徴を有する商

品をプライベート・ブランド商品（以下「ＰＢ商品」という。）とした。 

 

                             
1 プライベート・ブランド商品の市場規模は約 3 兆円と言われている（出典：「PB 商品の裏側」『週刊東洋経

済』2012.12.22）。このうち、食品分野におけるプライベート・ブランド商品の市場規模については、平成 21 

年は約 2 兆 1587 億円、平成 24 年（見通し）は約 2 兆 6385 億円となっている（出典：いずれも「PB 食品市場

の最新動向と将来展望 2013」株式会社富士経済、2012.12）。 
2 資本的に独立した事業者が共同して組織化し、仕入れや販売、商品企画等に関する戦略を一元的に行うこと

で、スケールメリットによるコスト削減、業務の効率化による競争力の確立を目指すものをいう。 
3 上記の例のほか、小売業者等の名称と製造業者等の名称の両方が記載されている商品、小売業者等の名称が記

載されていないが、製造業者等の既存商品について、小売業者等が内容量や包装といった特別の仕様を指定して

いるような商品のうち、仕様を指定した小売業者等以外に販売できない商品を調査対象としている。 
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また、ＰＢ商品について、製造委託又は発注を行う小売業者等と製造を請け負ったＰＢ商品の納

入取引を行っている「製造業者」又は「卸売業者」（以下「製造業者等」という。）との間の「取

引」を対象とした。 

 

 

 

その上で、ＰＢ商品の製造委託を行っていると思われる小売業者等については５００名、製造を請

け負ったＰＢ商品の納入取引を行っていると思われる製造業者等については３，０００名を対象とし

て、調査票を送付し、書面調査を実施した。 

調査票の発送数及び回答者数は、下記のとおりである。 

対象事業者 発送数（Ａ） 回答者数（Ｂ）（Ｂ／Ａ） 

小売業者等 ５００名 ３３４名（６６．８％） 

製造業者等 ３，０００名 ９４０名（３１．３％） 

そして、この書面調査において、ＰＢ商品の取引を現に行っている小売業者等及び製造業者等

に対して、食品のＰＢ商品に係る取引高が多い取引先上位５社との取引について、それぞれ回答

を求めたところ、小売業者等から９７８取引、製造業者等から１，８３５取引についてそれぞれ回答が

あり、本調査では、これらの取引に係る回答を基に結果を取りまとめている。 

 

（２）ヒアリング 

書面調査に回答した製造業者等のうち、小売業者等から受けた要請等の内容を具体的に回答し

た２７社を対象にヒアリングを実施した。 

 

３ 調査対象期間等 

（１）調査票発送日：平成２６年２月２１日 

（２）回答期限：平成２６年３月２０日 

（３）調査対象期間：平成２５年１月１日から平成２５年１２月３１日 
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第２ 調査結果のまとめ 

１ 調査結果の概要 

（１）優越的地位の濫用となり得る行為の状況 

ア ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る要請 

（ア）ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る要請の状況 

製造業者等に対し、ＰＢ商品の取引を開始した経緯について聞いたところ、集計対象と

した１，８３５取引のうち、「ナショナル・ブランド商品（以下「ＮＢ商品」という。）の取

引のある小売業者等から要請を受けた。」が８５０取引（４６．３％）、「ＮＢ商品の取引がな

い小売業者等から要請を受けた。」が３０６取引（１６．７％）となっており、ＰＢ商品の取引

は、ＮＢ商品の取引の有無にかかわらず、小売業者等から要請を受けて開始されることが

相対的に多いという結果であった。 

そして、製造業者等から回答のあった１，８３５取引について、小売業者等からＰＢ商品の

取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為を受けたとの回答があった取

引数、及び各取引数が１，８３５取引に占める割合について、具体的な行為の内容ごとに、そ

れぞれ一覧表の形でまとめると、図１のとおりとなる。 

また、図１においては、１つの取引で小売業者等から複数の行為を受けたものの重複は

排除していないが、この重複を排除すると、１，８３５取引のうち、小売業者等から、ＰＢ商

品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為を１つ以上受けたとの回

答があった取引は、合計欄に記載の１９８取引となる。 

 

図１ ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為 

行為の内容 
優越的地位の濫用となり得る行

為を受けたと回答した取引数 
集計対象取引数に占める割合 

原価構成や製造工程に係る情報など、

開示することにより価格交渉等において

不利な立場に立つこととなる情報の開示

を取引条件として設定するもの 

１５６取引 ８．４％（１５６／１８３５） 

ＮＢ商品と同水準の原材料の使用を求

めるにもかかわらず、取引価格について

はＮＢ商品より著しく低い価格での取引

を要請するもの 

９０取引 ４．９％（９０／１８３５） 

利益率が低い等により製造委託の要請

を断ろうとしたところ、ＮＢ商品の取引の

中止、取引数量の減少をちらつかせ、製

造委託に応じるように要請するもの 

３９取引 ２．１％（３９／１８３５） 

ＰＢ商品の取引を開始することを条件

に、本来支払う必要のないリベート・協賛

金等の負担を要請するもの 

２０取引 １．１％（２０／１８３５） 

その他（月１ 回特売をすることを取引条

件とするもの、ＰＢ商品を製造するために

ＮＢ商品の製造を取り止めるよう要請す

るもの等） 

２５取引 １．４％（２５／１８３５） 

合計 １９８取引 １０．８％（１９８／１８３５） 
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図１によると、ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為の

内容として、製造業者等からの回答数が最も多かった内容は、原価構成や製造工程に係

る情報など、開示することにより価格交渉等において不利な立場に立つこととなる情報

の開示を取引条件として設定するもの（１５６取引）であった。この１５６取引のうち５６取

引（３５．９％）においては、取引を開始した後にも、取引の対価の一方的決定、減額等と

なり得る行為が行われていた。ＰＢ商品の取引を開始する際にこうした情報開示が取引条

件として設定されている取引では、製造業者等の取引上の地位が小売業者等に対して不利

なものとなり、取引を開始した後においても優越的地位の濫用となり得る行為が行われや

すくなっているものと考えられる。 

また、ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為として、次

に回答数が多かった内容は、ＮＢ商品と同水準の原材料の使用を求められるにもかかわら

ず、取引価格についてはＮＢ商品より著しく低い価格での取引を要請するもの（９０取引）

であった。この９０取引のうち４６取引（５１．１％）においては、製造業者等は、取引を開始

した後にも、小売業者等から、小売業者等の同業他社の価格水準に合わせ、納入価格の引

下げを求められていると回答しており、ＰＢ商品の取引に関しては、製造業者等にとって

厳しい価格水準による取引が行われている様子がうかがえる。 

（イ）小売業者等の業態 

前記⑴ア（ア）でＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為

を１つ以上受けたと回答した１９８取引について、要請等を行った小売業者等を業態別にみ

ると、総合スーパーが５１取引（２５．８％）、生協4が４９取引（２４．７％）、卸売業者が２７

取引（１３．６％）、コンビニエンスストアが２１取引（１０．６％）、食品スーパーが１１取引

（５．６％）等であった。 

 

図２5 ＰＢ商品の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫用となり得る行為を行った小売業者

等の業態 

 

 

                             
4 日本生活協同組合連合会及び同連合会に加入している全国の生活協同組合を含む。 
5 図中のＮ値は割合を出す際に使用した分母となる値であり、図２でいえば、PB 商品の取引条件の設定等に係る

優越的地位の濫用となり得る行為を１つ以上受けたと回答した 198 取引を分母としている。 
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イ ＰＢ商品の取引に係るその他不当な要請 

（ア）ＰＢ商品の取引に係るその他優越的地位の濫用となり得る行為の状況 

製造業者等から回答のあった１，８３５取引について、小売業者等から前記ア以外の優越的

地位の濫用となり得る行為を受けたとの回答があった取引数、各取引数が集計対象である

１，８３５取引に占める割合について、行為類型ごとに、それぞれ一覧表の形でまとめると、

図３のとおりとなる。 

また、前記アと同様に、図３において回答の重複を排除すると、１，８３５取引のうち、小

売業者等から、前記ア以外の優越的地位の濫用となり得る行為を１つ以上受けたとの回答

があった取引は合計欄に記載の１６２取引（８．８％）となる。 

 

図３ ＰＢ商品の取引に係るその他優越的地位の濫用となり得る行為 

行為類型 
優越的地位の濫用となり得る行

為を受けたと回答した取引数 

集計対象取引数に占

める割合 

購入・利用の要請 ４２取引 ２．３％（４２／１８３５） 

協賛金等の負担の要請 ６７取引 ３．７％（６７／１８３５） 

従業員等の派遣の要請 ３０取引 １．６％（３０／１８３５） 

受領拒否 １０取引 ０．５％（１０／１８３５） 

返品 １２取引 ０．７％（１２／１８３５） 

支払遅延 ２取引 ０．１％（２／１８３５） 

減額 ７取引 ０．４％（７／１８３５） 

取引の対価の一方的決定 １６取引 ０．９％（１６／１８３５） 

その他不利益となる要請 ４０取引 ２．２％（４０／１８３５） 

 

契約上特に定めがないにもかかわらず、出荷の

条件として新たな検査を受けるよう求め、検査に

要した費用を負担させるもの 

２２取引 １．２％（２２／１８３５） 

 

事前に一定数量を示して発注を確約していたに

もかかわらず、小売業者等の一方的な都合によ

り、発注数量を著しく減少する又は発注を取り消

すもの 

１７取引 ０．９％（１７／１８３５） 

 

あらかじめ定められた検査基準を恣意的に厳し

くして、発注内容と異なること又は瑕疵があること

を理由に、やり直しをさせるもの 

６取引 ０．３％（６／１８３５） 

 

商品の製造委託を受けて、原材料、包装資材

等を調達しているにもかかわらず、小売業者等

の一方的な都合により、当該調達に要した費用

を支払うことなく、発注を取り消すもの 

６取引 ０．３％（６／１８３５） 

合計 １６２取引 ８．８％（１６２／１８３５） 

 

図３によると、前記ア以外の不当な要請としては、回答がほとんどみられない行為類型

もあるが、これまでの実態調査と同様に、「協賛金等の負担の要請」、「購入・利用の要

請」、「従業員等の派遣の要請」などの優越的地位の濫用となり得る行為を受けたとの回



－ 45 － 

答が一定程度みられた6ほか、「その他不利益となる要請」を受けたとの回答の割合も相

対的に高くなっていた。 

そして、「その他不利益となる要請」の具体的内容としては、契約上特に定めがないに

もかかわらず、出荷の条件として新たな検査を受けるよう求め、検査に要した費用を負担

させるものとの回答が２２取引と相対的に多くなっていた。そして、この２２取引について、

受入検査に係る事項が発注書面に記載されているかどうかをみると、２２取引全てにおい

て、そのような事項が記載されてないとの回答であった。このことから、事前に取引条件

として定めていなかった事項について、その後の取引の中で費用負担が必要な状況が発生

した際に、製造業者等に負担が要請されているものと考えられる。 

（イ）小売業者等の業態 

前記（１）イ（ア）でＰＢ商品の取引に係るその他優越的地位の濫用となり得る行為を

受けたと回答した１６２取引について、要請等を行った小売業者等を業態別にみると、総合

スーパーが３２取引（１９．８％）、卸売業者が２６取引（１６．０％）、食品スーパーが２４取引

（１４．８％）、生協が２３取引（１４．２％）、コンビニエンスストアが１９取引（１１．７％）等

の結果であった。 

 

図４ その他ＰＢ商品の取引に係る優越的地位の濫用となり得る行為を行った小売業者等の業態 

 

 

ウ 小括 

前記のＰＢ商品の取引条件の設定等に係る要請（図１）と、ＰＢ商品の取引に係るその他の

不当な要請（図３）の間でも重複がみられるところであるが、この重複を排除すると、調査

対象とした１，８３５取引のうち、ＰＢ商品の取引を通じて、小売業者等から１つ以上優越的地

位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取引は２９０取引（１５．８％）となる。 

そして、この２９０取引について、要請等を行った小売業者等を業態別にみると、総合スー

パーが６７取引（２３．１％）、生協が５３取引（１８．３％）、卸売業者が４７取引（１６．２％）、

コンビニエンスストアが３４取引（１１．７％）、食品スーパーが３１取引（１０．７％）等の結果

であった。 

 

                             
6「大規模小売業者等と納入業者との取引に関する実態調査報告書」（平成 24 年７月公表）では、集計対象取引

に占める優越的地位の濫用となり得る協賛金等の負担の要請を受けたと回答した取引が 8.4％、購入・利用の要

請が 5.4％、従業員等の派遣の要請が 3.3％等であり、他の行為類型に比べて相対的に多い結果であった。 
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図５ ＰＢ商品の取引に係る優越的地位の濫用となり得る行為を行った小売業者等の業態 

 

 

さらに、本調査では、製造業者等から回答のあった１，８３５取引について、小売業者等の業

態をみると、総合スーパーは３０２取引、生協は２６４取引、卸売業者は３３４取引、コンビニエ

ンスストアは１６２取引、食品スーパーは２４３取引となっていたところ（本文図１１参照）、こ

れら業態別の取引数のうち、１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為を受けたとの回答が

あった取引数の割合をみると、総合スーパーは３０２取引中６７取引（２２．２％）、生協は２６４

取引中５３取引（２０．１％）、卸売業者は３３４取引中４７取引（１４．１％）、コンビニエンスス

トアは１６２取引中３４取引（２１．０％）、食品スーパーは２４３取引中３１取引（１２．８％）となっ

ていた。 

 

図６ 業態別の取引数に占める優越的地位の濫用となり得る行為を行ったと回答した取引数の割合 

 

 

（２）下請法の適用対象となり得る取引における状況 

ア 調査結果の概要 

小売業者等が自社のＰＢ商品の製造を他の事業者に委託することは、原則として下請法上

の「製造委託」に該当する。また、下請法上、この製造委託に関して下請法の適用対象とな

る取引は、資本金３億円超の小売業者等と資本金３億円以下の製造業者等の間の取引となっ

ている。そして、この資本金区分に該当する「製造委託」の取引において、下請法が禁止す

る行為類型に当たる行為が行われた場合には、原則として下請法上問題となる。 

下請法が禁止する行為類型と、優越的地位の濫用として問題となる行為類型には共通する

行為類型があるところ、その共通する行為類型について、図３において優越的地位の濫用と
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なり得る行為を受けたとの回答があった取引数（①）及び①の取引数のうち前記の資本金区

分でみた場合に下請法の適用対象となる取引数（②）について一覧表の形でまとめると、図７

のとおりとなる。 

図７において回答の重複を排除すると、小売業者等から優越的地位の濫用となり得る行為を

受けたと回答した取引数は１４０取引、このうち下請法の適用対象となる取引は６６取引となる。 

 

図７ 優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取引数のうち、下請法の適用対象と

なる取引数 

行為類型 
優越的地位の濫用となり得る行為

を受けたと回答した取引数（①） 

①の取引数のうち下請法の適用

対象となる取引数（②） 

購入・利用強制 ４２取引 １８取引 

利益提供要請 
協賛金等の負担の要請 ６７取引 ３２取引 

従業員等の派遣の要請 ３０取引 １５取引 

受領拒否 １０取引 ７取引 

返品 １２取引 ７取引 

支払遅延 ２取引 １取引 

減額 ７取引 ４取引 

買いたたき（取引の対価の一方的決定） １６取引 １０取引 

合計 １４０取引 ６６取引 

 

図７によると、優越的地位の濫用となり得る行為の半数近くが下請法の適用対象となる取

引で行われている様子が見てとれる。 

 

イ 小売業者等の業態 

前記（２）アの６６取引について、下請法上問題となり得る行為を行った小売業者等を業態

別にみると、生協が１５取引（２２．７％）、総合スーパーが１４取引（２１．２％）、コンビニエ

ンスストア及び食品スーパーが共に９取引（１３．６％）、卸売業者が６取引（９．１％）等と

なっており、図２及び図４と比較すると、下請法上問題となり得る行為では生協の割合が大

きくなっていた。 

 

図８ 下請法上問題となり得る行為を行った小売業者等の業態 
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２ ＰＢ商品の取引の開始時期と小売業者等からの要請等の開始時期との関係 

（１）要請等の開始時期 

小売業者等から１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと製造業者等が回答し

た２９０取引について、小売業者等からの要請等が、ＰＢ商品の取引開始後に行われるようにな

ったものであるかを聞いたところ、「ＰＢ商品の取引開始後に初めて行われるようになった。」

との回答が１１６取引（４０．０％）、「ＰＢ商品の取引開始前から行われていた。」との回答が

１４７取引（５０．７％）等であった。 

なお、この１１６取引について、要請等を行った小売業者等を業態別にみると、生協が２８取

引（２４．１％）、卸売業者が２０取引（１７．２％）、コンビニエンスストアが１９取引（１６．４％）、

総合スーパーが１６取引（１３．８％）、その他が１２取引（１０．３％）等であった。 

 

図９ 要請等の開始時期 

 

（２）要請等に係る負担の程度の変化 

前記２（１）で「ＰＢ商品の取引開始前から行われていた。」と製造業者等が回答した１４７取

引について、ＰＢ商品の取引開始後に、小売業者等からの要請等に係る負担の程度がどのよう

に変化したかを聞いたところ、「増加している。」との回答が３０取引（２０．４％）、「変わら

ない。」が９５取引（６４．６％）、「減少している。」が１８取引（１２．２％）等の結果であった。 

 

図１０ 要請等に係る負担の程度の変化 

 

３ 優越的地位の濫用となり得る行為が見られた取引の傾向 

（１）小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高と、優越的地位の濫用となり得る行為がみられ

た取引との相関 

集計対象とした１，８３５取引のうち、小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高について製造業
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者等から回答のなかった１２６取引を除く１，７０９取引を対象として、小売業者等とのＰＢ商品に係

る年間取引高を基に区分すると、図１１の「区分に該当する取引数」欄に記載の取引数となる。 

また、各区分の取引数の中で、小売業者等から１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為

を受けたと製造業者等が回答した取引数は、図１１の「優越的地位の濫用となり得る取引数」

欄に記載の取引数となる。 

そして、各区分の取引数に占める優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取

引数の割合をみると、「３億円超」の区分で最も割合が高くなっており、ＰＢ商品に係る年間

取引高が大きい取引において、優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取引数

の割合が高くなるという傾向がみられた。 

 

図 11 小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高と、優越的地位の濫用となり得る行為がみら

れた取引との相関 

小売業者等とのＰＢ商品に

係る年間取引高 

５０００万円 

以下 

５０００万円超 

１億円以下 

１億円超 

２億円以下 

２億円超 

３億円以下 
３億円超 合計 

優越的地位の濫用となり

得る取引の割合 

１０．５％ １６．４％ １６．０％ １７．５％ ２２．１％ １５．７％ 

６９／６５７ ３４／２０７ ３８／２３８ ２４／１３７ １０４／４７０ ２６９／１７０９ 

優越的地位の濫用となり

得る取引数 
６９ ３４ ３８ ２４ １０４ ２６９ 

区分に該当する取引数 ６５７ ２０７ ２３８ １３７ ４７０ １７０９ 

 

（２）小売業者等の資本金と、優越的地位の濫用となり得る行為がみられた取引との相関 

集計対象とした１，８３５取引のうち、小売業者等の資本金について製造業者等から回答のな

かった１１８取引を除く１，７１７取引を対象として、小売業者等の資本金を基に区分すると、図１２

の「区分に該当する取引数」欄に記載の取引数となる。 

また、各区分の取引数の中で、小売業者等から１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為

を受けたと製造業者等が回答した取引数は、図１２の「優越的地位の濫用となり得る取引数」

欄に記載の取引数となる。 

そして、各区分の取引数に占める優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取

引数の割合をみると、「３億円超」の区分で最も割合が高くなっており、資本金が大きい小

売業者等との取引において、優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと回答した取引数の

割合が高くなるという傾向がみられた。 

 

図 12 小売業者等の資本金と、優越的地位の濫用となり得る行為がみられた取引との相関 

小売業者等の資本金 
１０００ 万円 

以下 

１０００ 万円超 

５０００万円以下 

５０００ 万円超 

３ 億円以下 
３ 億円超 合計 

優越的地位の濫用となり

得る取引の割合 

６．３％ １１．６％ １２．１％ １８．１％ １５．９％ 

５／８０ ２０／１７２ ３５／２９０ ２１３／１１７５ ２７３／１７１７ 

優越的地位の濫用となり

得る取引数 
５ ２０ ３５ ２１３ ２７３ 

区分に該当する取引数 ８０ １７２ ２９０ １１７５ １７１７ 
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４ 総括 

（１）ＰＢ商品の取引の現状と今後 

今回の調査において、ＰＢ商品の取引を行っていると回答した事業者は、小売業者等で

は２３８名（７１．３％）、製造業者等では５７０名（６０．６％）となっており（本文図１及び図８

参照）、この製造業者等には資本金３億円以上の者が９０名（１５．８％）含まれていた。 

そして、これらのＰＢ商品の取引を行っている事業者に対し、ＰＢ商品の取引を行うように

なった理由を聞いたところ、小売業者等においては、同業他社との差別化を図るため、企業

のブランドイメージの向上を図るため、消費者の低価格志向に対応するため、の順に回答が

多く、製造業者等においては、安定的な数量の発注を受けることができると考えたため、小

売業者等との取引を開始（拡大）することができると考えたため、生産設備の稼働率を向上

することができると考えたため、といった理由が相対的に多くなっていた（本文図４及び図１６

参照）ことから、ＰＢ商品の取引を行うことは、小売業者等及び製造業者等の双方にとって相

応のメリットがあると考えられる。 

また、ＰＢ商品の取引を行っていると回答した事業者に対し、３事業年度前と直近事業年度

を比較した場合の取引高全体に占めるＰＢ商品に係る取引高の割合の推移を聞いたところ、

「増加している。」との回答が、小売業者等では３３１取引（３３．８％）、製造業者等では５９１

取引（３２．２％）となっていた（本文図６及び図８２参照）。 

これらから、ＰＢ商品の取引は資本金の大きい製造業者等も含め、幅広く行われるように

なってきており、今後もＰＢ商品の取引を行う事業者や、その取引高が増加する可能性があ

ると考えられる。 

 

（２）ＰＢ商品の取引を行う上での問題点 

ア ＰＢ商品の取引において優越的地位の濫用となり得る行為が行われる際の特徴 

(ア) 本調査では、ＰＢ商品の取引を開始する際に、小売業者等から取引条件の設定に係る優越

的地位の濫用となり得る行為を受けたと製造業者等が回答した取引が相対的に多くなって

いた。 

製造業者等からの回答として最も多かった行為の内容は、原価構成や製造工程に係る情

報など、開示することにより価格交渉等において製造業者等が不利な立場に立つこととな

る情報の開示を取引条件として設定されているものであった。前記１（１）ア(ア)に記載

のとおり、こうした情報の開示が取引条件として設定されている取引では、取引の開始後

にも、取引の対価の一方的決定7、減額等の他の行為類型に該当する行為が行われる割合が

相対的に高くなっていたところであり、公正取引委員会として、上記のような情報の開示

を取引条件として設定すること自体についても注視していく必要がある。 

また、製造業者等からの回答として次に多かった行為の内容は、ＮＢ商品と同水準の原材

料の使用を求められるにもかかわらず、取引価格についてはＮＢ商品より著しく低い価格で

 

                             
7「優越的地位の濫用に関する独占禁止法上の考え方（以下「優越ガイドライン」という。）」において、優越

的地位の濫用として問題となる行為の想定例として、「取引の相手方から、社外秘である製造原価計算資料、労

務管理関係資料等を提出させ、当該資料を分析し、『利益率が高いので値下げに応じられるはず』などと主張し、

著しく低い納入価格を一方的に定めること」が挙げられている。 
 



－ 51 － 

の取引を要請されるものであった。こうした行為もそれ自体が優越的地位の濫用となり得

るものであり、公正取引委員会として併せて注視していく必要がある。 

(イ) 製造業者等が、ＰＢ商品の取引を開始する際に小売業者等からの取引条件の設定に係る要

請を受け入れている理由の一つに、ＮＢ商品の取引への影響を懸念していることが考えられ

る。今回の調査でも、製造業者等が、利益率が低い等の理由により製造委託の要請を断ろ

うとしたところ、ＮＢ商品の取引の中止、取引数量の減少をちらつかせ、小売業者等から製

造委託に応じるように要請されたとの回答が３９取引あった。 

また、製造業者等へのヒアリングにおいても、「ＰＢ商品の取引条件を交渉している中で、

ＰＢ商品の製造委託に応じなければＮＢ商品も扱わない旨を示唆され、実際に、ＮＢ商品の取

引の一部を停止された。」旨の具体的な回答があったところであり、ＰＢ商品の取引を開始

する時点でＮＢ商品の取引も行っているような取引においては、製造業者等は、ＰＢ商品の

取引に関する要請を断ると、ＮＢ商品の取引にも影響があると考え、自社に不利益となる要

請であっても受け入れざるを得ないものとして受け入れている場合があると考えられる。 

(ウ) 次に、ＰＢ商品の取引開始の際に行われる要請以外の行為としては、「購入・利用の要請」

や「協賛金等の負担の要請」といった典型的な優越的地位の濫用となり得る行為とともに、

「その他不利益となる要請」に係る行為が多くなっていた。 

「その他不利益となる要請」の内容としては、出荷の条件として契約上定めのない検査

を受けるよう求め、検査に要した費用の負担を要請するもの、事前に一定数量を示して発

注を確約していたにもかかわらず、小売業者等の一方的な都合により、発注数量を著しく

減少する又は発注を取り消すものが多くなっていた。こうした行為も、前記(ア)と同様に

優越的地位の濫用となり得るものであるため、公正取引委員会として注視していく必要が

ある。 

(エ) 今回の調査では、ＰＢ商品の取引を開始する際の取引条件の設定等に係る優越的地位の濫

用となり得る行為が相対的に多く行われている状況が明らかとなった。その原因の一つと

しては、小売業者等の側において、製造業者等との間で取引条件を設定する行為が、その

態様によっては優越的地位の濫用となり得る行為となることが意識されにくいためではな

いかと考えられる。小売業者等が一方的に取引条件を設定するなどにより、製造業者等に

不当に不利益を与えることとなる場合は、優越的地位の濫用となり得るものであり、ＰＢ商

品の取引の拡大が今後も見込まれる中、公正取引委員会としても、今後、違反行為の未然

防止の観点から、こうした点について一層の周知を図っていく必要がある。 

 

イ 優越的地位の濫用となり得る行為を行った小売業者等の業態 

今回の調査において、１つ以上優越的地位の濫用となり得る行為を受けたと製造業者等が

回答したＰＢ商品の取引について、小売業者等の業態をみると、総合スーパー、生協、卸売

業者、コンビニエンスストア、食品スーパーとの回答が相対的に多くなっていた（概要図５

参照）。 

このため、これらの小売業者等と製造業者等の間で行われるＰＢ商品の取引に関して、優

越的地位の濫用となり得る行為又は下請法上問題となり得る行為が行われることがないよ

う、今後とも公正取引委員会として注視していく必要がある。 

また、卸売業者については、これまでに実施した実態調査においても、卸売業者から製造
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業者に対して、優越的地位の濫用となり得る行為が行われている事例がある旨を指摘してき

たところであるが8、今回の調査においても、卸売業者から優越的地位の濫用となり得る行

為を受けている旨の回答が一定程度みられたところである。 

卸売業者が行っている要請等の中には、卸売業者が、自社の利益を図るために要請等を行

っている場合だけでなく、小売業者から要請等を受けた費用を自社だけで負担しきれず、そ

の費用の一部又は全部の補填を製造業者に要請している場合もあると考えられるが、こうし

た要請等についても、卸売業者と製造業者との間での優越的地位の濫用となり得るものであ

る。このため、卸売業者から製造業者に対して行われる要請等については、今後とも公正取

引委員会として注視していく必要がある。 

 

ウ 優越的地位の濫用となり得る行為がみられた取引の傾向 

今回の調査における優越的地位の濫用となり得る行為が行われたＰＢ商品の取引について

みると、①小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高が大きい取引、及び②資本金が大きい

小売業者等との取引において、製造業者等が小売業者等から優越的地位の濫用となり得る行

為を受けたと回答する割合が高くなるという傾向がみられた。 

製造業者等の立場からすると、小売業者等とのＰＢ商品に係る年間取引高が大きい場合、

又は小売業者等の資本金規模が大きい場合、小売業者等からの要請等の内容が不利なもので

あったとしても当該要請を受け入れざるを得ないものとして受け入れる傾向があると考え

られる。 

 

５ 消費税の扱いについて 

今回の調査では、製造業者等に対し、小売業者等とのＰＢ商品の取引において、消費税率の引

上げ分を納入価格に転嫁できたかを聞いたところ、集計対象とした１，８３５取引のうち、「おおむ

ね転嫁できた（できそうである。）。」が１，４７０取引（８０．１％）、「ある程度転嫁できた（で

きそうである。）。」が１３０取引（７．１％）となっており、これらを合わせると１，６００取引

（８７．２％）であった。一方で、「あまり転嫁できなかった（できない見込みである。）。」が４６

取引（２．５％）、「ほとんど転嫁できなかった（できない見込みである。）。」が５３取引（２．９％）

となっており、これらを合わせると９９取引（５．４％）であった。 

また、消費税の価格転嫁に係る交渉において、小売業者等から消費税の転嫁拒否等の行為を受

けたことがあるかを聞いたところ、「受けたことがある。」との回答が２２取引であり、この２２

取引のうち、転嫁拒否行為を「受け入れた。」との回答が９取引であった。 

回答のあった９取引の転嫁拒否行為の内容としては、「商品の内容量を減らすなどの仕様変更

により、消費税率引上げ後も単価を据え置くこととされたが、仕様変更による自社のコスト削減

効果が小さいため、消費税率の引上げを反映した額よりも低い単価での取引の要請を受けた。」

が５取引、「今後、消費税率が引上げられることを見据え、引き上げられる消費税分に見合った

額（又は率）の納入価格に引き下げるための値下げの要請を受けた。」が４取引といった結果で

 

                             
8 「物流センターを利用して行われる取引に関する実態調査報告書」（平成 25 年８月公表）、「大規模小売業

者等と納入業者との取引に関する実態調査報告書」（平成 24 年７月公表）、「食料品製造業者と卸売業者との

取引に関する実態調査報告書」（平成 23 年 10月公表）等を参照。 
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あった。 

消費税率の引上げ分の価格への転嫁に関しては、今後、消費税率の引上げ後に行われた取引に

関して代金の決済が行われる際に、小売業者等が製造業者等に対し、減額を行ったり、協賛金等

の負担を要請するなどの行為が行われるおそれがあり、引き続き書面調査などによる積極的な情

報収集を行っていく必要がある。 

 

第３ 公正取引委員会の対応 

今回の調査の結果、食品分野におけるＰＢ商品の一部の取引において、主として独占禁止法又

は下請法上問題となり得る行為が行われていることが明らかとなった。また、回答数は少ないも

のの、消費税転嫁対策特別措置法上問題となり得る行為が行われていることが明らかとなった。 

このため、公正取引委員会は、違反行為の未然防止及び取引の公正化の観点から、調査結果を

公表するとともに、以下の対応を行うこととする。 

１（１）小売業者等を対象とする講習会を実施し、本調査結果並びに優越ガイドライン及び下請

法の内容を説明する。 

（２）また、小売業者等の関係事業者団体に対して、本調査結果を報告するとともに、小売業

者等が問題点の解消に向けた自主的な取組を行えるよう、改めて優越ガイドライン等の内

容を傘下会員に周知徹底するなど、業界における取引の公正化に向けた自主的な取組を要

請する。 

 

２ 公正取引委員会は、今後とも、食品分野におけるＰＢ商品の取引実態を注視し、独占禁止法、

下請法又は消費税転嫁対策特別措置法上問題となるおそれのある行為の把握に努めるとともに、

これらの法律に違反する行為に対しては、厳正に対処していく。 
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食品業界におけるコンプライアンスの徹底について 

－農林水産省－ 
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夏季の省エネルギー対策について 

－農林水産省・経済産業省等－ 

 

 

 



－ 62 － 

 



－ 63 － 

 

 



－ 64 － 

 

 



－ 65 － 

 

 



－ 66 － 

 

 



－ 67 － 

 

 



－ 68 － 

 

 



－ 69 － 

 

 



－ 70 － 

 

 

 



－ 71 － 

 

 



－ 72 － 

 

 



－ 73 － 

 

 



－ 74 － 

 

 



－ 75 － 

 



－ 76 － 

 



－ 77 － 

「不正改造車を排除する運動」への積極的な取組について（依頼） 

－農林水産省－ 
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食品への意図的な毒物等の混入の未然防止等に関する検討会報告書について 

－農林水産省－ 
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２０１３年缶詰、びん詰、レトルト食品の生産動向の概要 

－（公社）日本缶詰びん詰レトルト食品協会 － 

２０１３年１月～１２月の飲料を除く缶詰、びん詰の生産量は３２万７，４８６トンで前年対比９５．５％。

このうち丸缶合計は２３万１，０３６トン（３，３０３万１，０００箱）で前年対比９５．４％。飲料缶は２９２万１，

４６７トン（４億８，０２９万６，０００箱）で前年対比９７．２％。大缶は３万２，６２７トン（１７４万９，０００箱）

で前年対比１００．４％。びん詰は６万３，８２３トン（１，２０３万３，０００箱）で前年対比９３．６％。レト

ルト食品は３６万５６２トンで前年対比１０１．７％、２０１２年から７年連続最高生産量となった。 

 

『缶 詰』 

２０１３年は円安による原料価格の高騰に伴い食品業界全体で値上げが実施された．缶詰におい

てもこの影響により生産、販売面において厳しい状況となった。 

水産缶詰は「かつお」、「さば」など大きな割合を占める分野で生産の減少が目立ち、全体を

引き下げる形となった．また、「食肉」は微増となったものの、「野菜」、「調理・特殊」の分

野では減少幅が大きかった。 

 

『びん詰』 

ジャムびん詰は前年対比９０．９％と大きく減少に転じた．輸入原料が大きいため原料価格の高

騰、製品価格の値上げによる影響に伴い、また、近年増えてきているコンフィチュールなどジャ

ムと類似したＪＡＳ規定外の製品に関してはこれに含まれていない。 

 

『レトルト食品』 

レトルト食品は前年対比１．７％の増加で、昨年に続き７年連続で最高生産量を更新した。 

 

［水産缶詰の生産］ 

水産缶詰全体をけん引している、「カツオ」が前年対比８６．３％、「サバ」が前年対比９２．９％

と大きく減少し、全体を引き下げた。しかし、「サバ」に関してはメディアによるダイエット効

果の影響で２０１２年の生産量が大きかったため、その反動もあり減少に転じたと考える。 

「カニ」は減少しているが震災前の水準と比べると高い。「サケ」の増加においては、中骨を

使った製品が増加しているが、水煮等は減少している。「イカ」は増加傾向であるが震災前の水

準には戻っていない。「ホタテ」はほぐし身などの小型化に伴い箱数は増えているが、全体の重

量としては減少している。 

 

［果実缶詰の生産］ 

「みかん」は前年対比８９．８％と大きく減少した。２０１３年は表年であったが、２０１２年の裏年

に比べて大きく減少している事から、暦年でみて特殊な傾向と言える。「その他果実」の増加は、

「夏みかん」が多くの割合を占めている。「さくらんぼ」、「フルーツみつ豆」に関しては毎年

減少を続けている。全体として、丸缶の減少分を大缶の増加分がカバーした形となり、「果実合

計」では前年対比９９．２％となった。 
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［野菜缶詰の生産］ 

全体として前年対比９３．４％と減少した。主にスイートコーンの減少が大きい。北海道産、輸

入品共に減少しており、とくに北海道産が前年対比８３％と大きく減少している。 

 

［食肉缶詰の生産］ 

食肉缶詰全体としては前年対比１００．７％と微増。「ヤキトリ」においては、前年比１１６．７％と

顕著な伸率となっており、３年連続１０％以上の伸び率となっている。「コンビーフ」に関しては

昨年同様に主力メーカーが缶からカップ容器に移行した事に伴い、大きな減少となっている。 

 

［調理・特殊缶詰の生産］ 

全体として前年対比９３．４％と微減．主力の「デミグラスソース」、「ホワイトソース」の減

少幅が大きく、レトルト食品やチルド食品にシフトしている傾向にある事が大きな要因と考え

る。 

 

「飲料の生産」 

全体として前年対比９７．２％と微減。主力の「コーヒードリンク」が前年対比９８．８％と減少し

ており、飲料全体を引き下げた形となった。 

 

「レトルト食品」 

全体として前年対比１０１．７％と微増。生産量も３６万５６２トンで、昨年に引き続き過去最高を更

新した。これまで堅調であった「パスタソース」は、「冷凍パスタ」市場が増えてきた関係で前

年対比９４．９％と大きな減少となった。 

「マーボ豆腐の素」、「料理用調味ソース」は昨年同様に微増。「つゆ・たれ」に関しても、

鍋つゆがけん引し微増となっている。 



－ 108 － 
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清涼飲料の賞味期限の「年月表示」への移行に関するご案内（続報） 

～２０１４年６月以降、対象品種を順次拡大～ 
 
 

－ 日本ＴＣＧＦサステナビリティプロジェクト委員会 － 

 ２０１３年２月２５日に､サステナビリティプロジェクトによる清涼飲料の賞味期限の｢年月表示｣への移

行について概要をお知らせしました｡２０１３年の展開結果及び今後の進め方について､以下の通りご案

内申し上げます。 

記 

 

１．２０１３年の展開結果 

(1)賞味期限の表示方法 

(2)対象品種 

 

(3)対象アイテム 

 

(4)スケジュール 

(5)エリア 

(6)評価 

 

 

[移行前] YYYYMMDD または YYYY.MM.DD(例)20131231 または 2013.12.31 

[移行後] YYYY 年 MM 月 ※漢字表記   (例)2013 年 12 月 

国産水､国産ミネラルウォーター 2L ペットボトル 

各社＊1主要商品 

＊1アサヒ飲料､伊藤園､キリンビバレンジ､サントリー食品インターナショナル､日本コカ･コーラ 

2013 年５月以降メーカー製造分より順次切り替え済み 

全国 

＜評価の目的＞ 

対象品種を順次拡大するうえで､本取組みに対するお客様のご反応を確認するため 

＜評価手法＞ 

展開後､プロジェクト参加各社に寄せられたお客様(消費者)の声を収集 

＜評価結果＞ 

お客様には取り組みの意義を概ねご理解いただけたものと考えています。 

お客様からのお問合せは､表示の変更理由と賞味期限の読み方に関するご質問が中心

でした｡また、お問い合わせは移行直後の数ヶ月に集中しており、その後は減少して現在

はほとんどありません。 

□実際に頂戴した代表的な声 

  ｢賞味期限の表示が年月に変更になったのはなぜですか？｣ 

  ｢５月と書いてあった場合は､末日が期限ということですか？｣ 

 

(参考)なお、小売店舗における定点観測により、在庫商品の賞味期限パターン数をカウ

ントしました。在庫商品の賞味期限のパターン数は大きく減少しており、製配販各層にお

ける商品の管理効率も改善されたことがうかがえます。 

２．今後の進め方 ・「国産水･国産ミネラルウォーター小容量(500ml 前後)の移行を次に検討する｣としていまし

た(2013年２月 25日ニュースリリース)が､上記結果を踏まえて､国産水･国産ミネラルウォータ

ーに限定せず､賞味期限が１年以上＊2の商品について「年月表示｣へ順次移行します。 

･なお､本表示方法の採否や具体的な移行アイテム等は､各社の判断により決定します。 
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･また、広く加工食品業界に採用されることを期待して、業界団体等を通じてオープンに情

報提供していきます。この取組みが食品業界に広がっていくことにより、サプライチェーン上

の環境負荷(物流拠点間の転送および転送に由来する CO2 排出等)や非効率(物流倉庫の

保管スペース、店頭の先入先出作業等)の軽減につながっていくことを期待しています。 

＊2 検討の幅を広くするため､今回以下の通り変更した。 

(変更前)｢賞味期限が１年を超える商品｣→(変更後)｢賞味期限が１年以上の商品｣ 

３．具体的な展開 

(1)対象アイ〒ム 

 

(2)スケジュール 

(3)補足事項 

現時点で移行が決定している商品群は以下の通りです。 

キリンビバレンジ            缶コーヒー｢ファイア｣など(ギフト商品を除く) 

サントリー食品インターナショナル  缶コーヒー｢ボス｣、｢サントリーウーロン茶｣など 

2014 年６月製造以降順次 

上記２社以外について､各社内で検討中です。 

４．問い合わせ先 商品に関するお問い合わせは各社広報担当までお願いいたします。 

標準表示に関するお問い合わせはプロジェクトの委員長社までお願いいたします。 

＜委員長社＞ 

キリン株式会社  コーポレートコミュニケーション部  TEL：03-6837-7028 
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〈補足説明資料〉 

 

日本ＴＣＧＦとは 

・日本ＴＣＧＦは、消費財流通業界の企業が主体となり、日本国内での非競争分野における共通

課題の解決に向けて、製・配・販の協働取り組みをおこなう組織です。東日本大震災からの

一刻も早い復旧・復興と新しい日本のかたちづくりのために、２０１１年３月より発足に向けて

着手し、２０１１年８月に設立しました。 

・なお、日本ＴＣＧＦはグローバルな消費財流通業界の組織体であるＴｈｅ Ｃｏｎｓｕｍｅｒ Ｇｏｏｄｓ Ｆｏｒｕｍ

の理事会に参加している日本企業のメンバーが発起人となっています。 

 

サステナビリティプロジェクトとは 

・日本ＴＣＧＦの３つのプロジェクトのひとつであるサステナビリティプロジェクトは、消費財

流通業界の１５社が主体となって２０１０年１０月に立ち上げたカートンプロジェクトに参加した

企業が中心となり、その活動範囲やテーマを発展させたものです。カートンプロジェクトで

は、環境サステナビリティヘの貢献とサプライチエーンの作業効率向上を目指し、非競争分

野の共通課題について製・配・販３層による協働取り組みを推進してまいりました。具体的

なテーマとして、飲料市場の梱包資材（ダンボールカートン）の標準化・規格化を取り上げ

ました。 

・この活動をベースとしながら、サステナビリティプロジェクトは、震災後の資材調達をめぐ

る諸課題をひとつのきっかけとして、原料・資材および原料・資材に関連するプロセスの標

準化を検討しています。また、原料資材調達から消費・リサイクルという一連のバリューチ

ェーンにおける環境課題（地球温暖化防止、廃棄物削減等）を整理し、解決することを目指

しています。 

 

＜参加企業＞＊３委員長社、＊４副委員長社 

【メーカー】１１社 

アサヒグループホールディングス株式会社（アサヒ飲料株式会社）、味の素株式会社、株式

会社伊藤園、花王株式会社、キューピー株式会社、キリンホールディングス株式会社（キリ

ンビバレッジ株式会社）＊3サッポロビール株式会社（ポッカサッポロフード＆ビバレッジ株

式会社）、サントリー食品インターナショナル株式会社、日清食品ホールディングス株式会

社、日本コカ・コーラ株式会社＊4、ライオン株式会社 

【卸】２社 

国分株式会社＊4、三菱食品株式会社 

【小売】５社 

イオン株式会社、イズミヤ株式会社、合同会社西友、株式会社ローソン、株式会社ライフコ

ーポレーション＊4 


